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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
総括研究報告書 

 
誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究 

 
研究代表者 伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学医学研究支援センター医療統計室 室長・准教授 

                                                                                               

研究要旨 

第 4 期がん対策推進基本計画では全体目標として「誰一人取り残さないがん対策を推進し、全ての

国民とがんの克服を目指す。」が掲げられた。「誰一人取り残さないがん対策」とは、多様な背景を持

つ患者、家族、国民に対し、予防・検診・医療・共生の各分野のがん対策において、アウトカムの格

差を縮小し改善を行うということである。本研究では第 4 期がん対策推進基本計画において、国・都

道府県が評価していくロジックモデルの各指標を社会経済的要因ごとにモニタリングし、格差の状況

を把握する。また、性別、年齢、地域、国籍などサブグループごとに格差を計測する。また、各種社

会環境指標やアウトプット指標との関連によりアウトカム指標の格差の要因分析を行い、「取り残さ

れている集団」を特定し、介入につながる分析を行う。 

格差の要因分析では、地域、性別、年齢などにより層別解析を行い、機械学習などの統計手法を用

いて格差が大きい集団や介入に対する反応の異質性を検討する。また、各種指標と地域の社会環境指

標や自治体の取り組みとの関連を分析し、媒介分析や樹木構造接近法などを適用して格差の要因を特

定し、格差縮小に向けた介入を提案する。 

令和 5 年度は、班会議やセミナーを通じて関連研究班や自治体関係者と情報共有を図り、がんサバ

イバーシップにおける格差の研究や臨床試験・治験参加の地域間格差解消に関する方策について議論

を行った。各種指標の整理、データの入手、要因分析を進め、今後も関連情報との複合的な検討が必

要である。 

研究分担者氏名・所属機関名・職名 
祖父江 友孝 大阪大学 
       大学院医学系研究科・教授 
藤 也寸志  独立行政法人 

国立病院機構九州がんセンター 
消化管外科・院長 

鈴木 達也  国立研究開発法人 
国立がん研究センター 
がん対策研究所がん医療支援部 
部長代理 

中谷 友樹  東北大学 
       大学院環境科学研究科・教授 
片岡 葵   神戸大学 
       医学研究科未来医学講座分子疫学

分野・特命助教 

澤田 典絵  国立研究開発法人 
国立がん研究センター 

       がん対策研究所コホート研究部  
       部長 

田中 宏和  国立研究開発法人 
国立がん研究センター 
がん対策研究所 データサイエン

ス研究部サーベイランス研究室 
研究員 

西岡 大輔  大阪医科薬科大学 
       医学研究支援センター 
       医療統計室・講師 
福井 敬祐  関西大学 
       社会安全学部・准教授 
藤阪 保仁  大阪医科薬科大学 
       内科学講座腫瘍内科学・教授 
花房 真理子 東京医科歯科大学 
       国際健康推進医学分野 

寄附講座助教 
釆野 優   京都大学 医学部付属病院 

腫瘍内科・医員 
本多 和典  愛知県がんセンター 
       薬物療法部・医長 
久村 和穂  金沢医科大学 

医学部公衆衛生学 
非常勤講師 

 
 
Ａ．研究目的 
第4期がん対策推進基本計画では全体目標とし

て「誰一人取り残さないがん対策を推進し、全ての
国民とがんの克服を目指す。」が掲げられた。「誰
一人取り残さないがん対策」とは、多様な背景を持
つ患者、家族、国民に対し、予防・検診・医療・共
生の各分野のがん対策において、アウトカムの格
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差を縮小し改善を行うということである。健康の
社会的決定要因とは各人の属している社会的背景
（居住地、職業、教育、社会経済状況、家族構成な
ど）が各種健康指標に関連するということであり、
自己努力による生活習慣の改善を目指すような自
己責任論でなく、社会環境にアプローチし、個人の
努力に起因せず健康状態を改善できるような枠組
が重要であるとされている（WHO. CSDH. 2008）。 
これまで、本研究班のメンバーは健康寿命や各

死因別死亡率が居住地の社会経済指標により異な
ることを明らかにしてきた（Nakaya T. Ito Y. Ed
s. Springer 2019., Kataoka A. et al. Lancet 
RHWP. 2021）。困窮度の高い地域でがん死亡率が高
く、全死因における格差に占める各死因別の寄与
度もがん死亡が最大であり、日本の健康格差対策
はがんにおける格差への対応が肝要であることが
明らかとなった。がん対策のアウトカム指標であ
る進行度別罹患率や生存率においても、困窮度の
高い地域で不利な結果が観測された（Kaneko N. e
t al. J Epidemiol. 2022. Ito Y. et al. Acta 
Oncol. 2014）。また、喫煙率や検診受診率におい
ても教育歴や加入保険による格差が観測されてい
る。 
本研究では第4期がん対策推進基本計画におい

て、国・都道府県が評価していくロジックモデルの
各指標を社会経済的要因ごとにモニタリングし、
格差の状況を把握する。また、性別、年齢、地域、
国籍などサブグループごとに格差を計測する。ま
た、各種社会環境指標やアウトプット指標との関
連によりアウトカム指標の格差の要因分析を行い、
「取り残されている集団」を特定し、介入につなが
る分析を行う。第4期計画の中間評価、最終評価時
に格差が縮小し、全体として指標が改善している
かをモニタリングする上で、評価指標および目標
値の設定も検討する。 
 
＜各年度の目標＞ 
令和5年度：第4期計画における各種指標において、
格差の計測が可能な指標の案について整理した。
データの入手が必要なものについて整理し、利用
申請の手続きを行った。現状で格差の測定ができ
ないものについて、測定方法を検討した。 
 
令和6年度：入手したデータを用いて、計測可能な
指標に関して、格差指標のトレンドの評価などを
踏まえ、ベースラインや目標値の検討を行う。各種
データベースを組み合わせることで計測可能な指
標についての検討を行い、必要に応じてデータ利
用申請を行う。 
 
令和7年度：計測可能な指標に関して、詳細の分析
を行い、格差の大きいサブグループの同定や介入
に対する反応の異質性について検討を行い、格差
縮小に向けた介入の提案へつなげる。 
 
Ｂ．研究方法 
 
I. 格差のモニタリング 
A. 現状で計測可能なモニタリング 
1）最終アウトカム指標（伊藤、片岡、中谷、田中、
福井、花房） 
これまでに申請者らが報告しているがんにおけ

るアウトカム指標については居住地の住所情報に

基づく地理的剝奪指標（Areal Deprivation Inde
x: ADI）および人口集中地区の居住割合（Densely
 Inhabited District: DID）計測が可能である。
すでに入手済の人口動態統計および全国がん登録
を使用して格差のモニタリング案を提示した。最
新年度のデータに関しても二次利用申請を行い、
次年度以降入手次第、死亡率・罹患率・生存率の格
差のトレンドを計測する。 
 
2）分野別指標（各分野担当者：下記のとおり） 
また、各分野別アウトカムやアウトプット指標

などに関し、利用するデータソースについて、いく
つかの指標に関して整理を行った。各分野の指標
に関して網羅的に計測可能なものより順次分析・
公表の準備を行う。次年度以降、国民健康栄養調査
や国民生活基礎調査、院内がん登録＋DPC、患者体
験調査、NDBなどに関しても二次利用により個別デ
ータを入手し、分析を行う。 
 
全体を通して、目標値設定・進捗管理における指

標の計測方法について整理し、国・都道府県のがん
対策において活用できるように整備する。 
（各分野担当者）*研究協力者 
・予防：澤田、田中、片野田耕太*、平林万葉*（国
立がん研究セ） 
・検診：福井、西岡、岡(大阪大/大医薬大D3) * 
・医療：藤、藤阪、花房、太田将仁 (大医薬大D4)
 *、坂根純奈 (大医薬大D2) *、内藤陽一（国立が
ん東セ） 
・共生（緩和）：釆野、西岡、髙島祐子 (大医薬大
D1) *、船本智哉 (大医薬大D1) * 
・共生（患者支援・経済負担）：本多、久村、川崎
由華 (大医薬大M2) *、菅香織 (京都大M2) * 
 
B. 今後計測が必要な指標の提案（上記A-2）
の各分野別担当者と同じ） 
I-Aで整理された計測可能な項目以外で、がんに

おける格差の要因分析および格差の縮小につなげ
るために重要である指標に関して、各分野担当者
が測定方法も含めて提案を行った。 
例えば、医療分野における標準治療実施割合や、

がんゲノム医療の普及、緩和医療関連の指標など、
院内がん登録＋DPCや全国がん登録、NCD、また自治
体の保有するレセプトデータなどを有機的に活用
することにより計測可能になる指標について整理
を行い、次年度以降、データを入手次第、必要なも
のを計測する。 
共生の分野においても現行の患者体験調査にお

いては、格差の計測項目が少なく、経済的な理由で
の治療中止・変更や就労継続など重要な項目に関
して、患者の社会背景を含めた計測が必要である。
令和5年度は現行の患者体験調査を精査し、海外で
Validateされた測定指標（COST）などを用いた計測
や就労に関する独自調査の必要性について検討・
提案する。 
 
II. 格差の要因分析 
A. 格差の大きいサブグループの同定（伊藤、片岡、

中谷、田中、福井） 
I-Aにおける格差モニタリングを地域、性別、年

齢等により層別解析を行う。関連研究班や協議会
メンバー、自治体関係者と結果を共有した。次年度
以降、機械学習などの統計手法（SIDES法など）を
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用いて、格差が大きい集団や介入に対する反応の
異質性を検討する。 
B. 関連要因の探索（伊藤、片岡、花房、岡*、坂根

*）*研究協力者 
I-A、II-Bの結果を踏まえて、各種指標と地域の

社会環境指標や自治体の取り組みと格差の変化に
関しての関連を分析する。これらの指標間の関連
に関して、アウトカムに関連する各種要因の寄与
度に関して、媒介分析（Mediation analysis）や樹
木構造接近法などを適用し、格差を説明する要因
を特定し、格差縮小に向けた介入の提案につなげ
る。格差縮小に関する介入に関しては海外事例を
日本での実施可能性も含めて紹介・検討を行う。 
 
関連研究班、関連団体との連携（伊藤、祖父江、澤
田、鈴木） 
厚生労働科研の「がん対策推進基本計画におけ

るロジックモデルの構築・改善に関する研究（指定
研究）」（代表：祖父江友孝、分担：澤田）、「が
ん対策推進基本計画の進捗管理に資する評価指標
の実装に向けた研究（２３ＥＡ０７０１）」（代表：
鈴木、分担：伊藤）、「がん診療連携拠点病院等に
おけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標
の確立に資する研究（２２ＥＡ１００５）」（代表：
藤也寸志）と「年齢調整死亡率・罹患率に影響を与
える今後のがん対策の検討に資する研究（２３Ｅ
Ａ０８０１）」（代表：片野田耕太、分担：伊藤・
福井）に、申請者自身や分担研究者、研究協力者が
参画しているため各班と連携しつつ研究を進める。
その他、関連学会や全国がん患者団体連合会、協力
地域の住民とも研究成果を共有し、方向性を決定
していく。がん対策推進協議会における議論の内
容をフォローし、研究成果についても共有して進
めていく。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究に用いた資料は既に倫理審査の承認を受

けて入手したデータに基づいている。分析後、必要

に応じて、公開前に個人を同定することがないか

の確認を経ている。今後も、各研究において、必要

に応じて倫理審査や利用申請において、倫理面に

おいて問題がないかの審査を受けた上で実施する。 
 
 
Ｃ．研究結果 
I. 格差のモニタリング 
A. 各指標の社会経済的要因による格差の計測方
法の提示 
第4期がん対策推進基本計画で計測する指標に

ついて、関連研究班とも情報共有を図り、利用可能
なデータを整理した（表1）。 
計測可能な指標のデータの入手を行い順次分析

を行い、公表の準備を行った。指標は経時的に計測
できるものとし、目標値設定および進捗評価につ
ながる計測方法を提案するために、これまでの研
究で入手したデータ等を活用し、以下①～⑤の分
野ごとに格差の計測方法について例示した。 
また、健康格差指標の考え方についての論点整

理を行った（分担研究報告・田中）。 
 
① アウトカム指標における格差の計測 
これまでに申請者らが報告しているがんにおけ

るアウトカム指標については居住地の住所情報に
基づく地理的剝奪指標（Areal Deprivation Inde
x: ADI）および人口集中地区（Densely Inhabited
 District: DID）の居住割合計測が可能である。す
でに入手済の人口動態統計および全国がん登録を
使用して格差のモニタリング案の提示を準備した
（図2-図4）。 
国勢調査データを用いて、最終アウトカム指標

の格差計測に必要な地理的剥奪指標別の人口を整
備した（分担研究報告・片岡）。また、純生存率の
算出に必要となる地理的剥奪指標別の生命表の整
備を行った（分担研究報告・福井）。 
最新年度のデータに関しても二次利用申請によ

り入手し、死亡率・罹患率・生存率の格差のトレン
ドを計測するために、全国がん登録資料の利用申
請の手続きを開始した。 
 
② 予防分野における格差の計測 
地域保健・健康増進事業報告を用いて、全国の市

区町村別HPVワクチンの累積接種割合と地域指標
の関連を分析した（図5）。困窮度が高い地域ほど、
人口集中度が低いほど、接種割合が低い傾向が見
られた。 
特定健診データから喫煙率や身体活動に関する

データの格差を分析するためにLIFE studyデータ
の利用申請を行い、データを入手した。国民健康・
栄養調査、国民生活基礎調査により、地域・収入・
教育歴ごとの格差の計測を試行的に行う準備を行
った。 
 
③ 検診分野における格差の計測 
子宮頸がん検診に関し、全国の市区町村別の検

診受診状況と罹患率、死亡率と地域指標との関連
を分析した（図6、図7）。市区町村別でみると、検
診受診率は困窮度との関連はあまりみられず、都
会度が低いほど受診率が高い傾向が見られた。罹
患率においては、困窮度が高いほど、都会ほど関連
性が強く見られたが、死亡率での関連はあまりな
かった。 
より細かい地域指標との関連を分析するために

LIFE studyのデータを利用申請し、国保対象者の
検診受診率と地域指標の関連を小学校区単位の地
域指標との関連を検討するデータを入手した。神
戸市、豊中市など自治体のデータ利用に関する手
続きに着手した。 
 
④ 医療分野における格差の計測 
これまでの研究において入手した全国がん登録

データを用いた市区町村別の地理的剥奪指標によ
る生存率の格差に関する基礎的解析を行い、学会
で報告した（図8）。白血病や脳・中枢神経系にお
いて、最も格差が大きかった。 
乳がんについて地理的剥奪指標や人口集中地区

居住割合による生存率や拠点病院での治療割合の
格差に関する分析を行った（表2）。全症例におい
て、単変量解析においては困窮度が高い地域で過
剰死亡が高いが、年齢や進展度、治療内容、拠点病
院での治療の有無について調整すると、その関連
性は消失した。 
また、肺がんに関して、全国がん登録を用いて、

町丁字単位での地理的剥奪指標を用いて、根治的
切除割合と純生存率の格差について。困窮度が高
いほど、根治的切除割合が低く、4年生存率が低か
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った。 
また、院内がん登録、DPCのリンケージデータに

よる治療内容や拠点病院への距離や時間などが生
存率に与える影響を分析するための研究計画につ
いて検討した（分担研究報告・藤阪・花房、本多）。 
 
⑤ 共生分野における格差の計測 
患者体験調査の二次的分析において、就労継続

や経済毒性に関して、サブグループ解析を行い、不
利な集団を抽出する分析を行い、学会報告を行っ
た。今後、学会報告や論文発表を行い、ベースライ
ン指標として設定可能か検討した。 

緩和ケアに対する認識、情報源、考え方に関す
る情報格差に関して、アンケート調査による検
討についての計画を行った（分担研究報告・釆野）。 
 
B. 格差が計測できていない指標に関して、計測方
法の提案および検証 
既存統計では計測していない社会経済状況の項

目や指標自体が計測できていないが格差の要因分
析に必要な項目について、I-A-1における指標の整
理およびI-A-2における計測を踏まえて、計測でき
ていない分野を整理し、計測方法を提案する。 
 
II. 格差の要因分析 
A. 格差が特に大きい集団の特定およびその要因

の分析 
地域、性、年齢、雇用形態等の層別に格差の計測

を行い、特に格差が大きい集団を特定するために、
現時点で利用可能なデータでの整理を行い、最新
データの入手の準備を行った。 
他の研究班で入手した全国がん登録データによ

り、肺がん治療に関しての格差の要因分析を行い、
学会で報告した。進展度の違いは最も困窮度の高
い集団においてわずかに寄与し、根治的手術の実
施はQ2-Q4のグループに寄与することが示唆され
た。 
大阪市より居住地情報および接種医療機関を含

むHPV接種データを入手し、町丁字単位の接種割合
を分析し、地域指標との関連および接種提供機関
の数との関連を分析し、学会で報告した（図5）。 
 
B. 格差縮小につながる介入の検討 
観測された格差に対して、どのように介入が縮

小および改善につながるかを要因分析の結果と併
せて検討する令和6年度以降、引き続き検討を行う。 
 
関連研究班、関連団体との連携 
 令和5年度は、班会議を2回開催した。各会議の前
後において、研究班参加者間での研究テーマの共
有のためのセミナーを開催した。また、関連研究班
である基盤A祖父江班、およびAMED片野田班と合同
で班会議を行い、各研究班の研究成果やスコープ
を共有した。 
日本肺癌学会において関連セッションにおいて、

がんサバイバーシップにおける格差の研究につい
て紹介した。日本計算機統計学会産官学連携委員
会との共催で、JSCSフォーラム2024として、「誰一
人取り残さないがん対策を実現するためのDCT」を
全国がん患者団体連合会の後援で開催し、臨床試
験・治験参加の地域間格差の解消に関する方策と
して、DCT（Decentralized Clinical Trial）の活
用が可能化について、研究者や企業、患者の立場で

Discussionを行った。 
 大阪医科薬科大学がんプロフェッショナル養成
プランとの共催で、ロンドン大学衛生学熱帯医学
校のBernard Rachet先生を招き、講演会を行った。 
 

Ｄ．考察 
 令和5年度は、第4期計画における各種指標にお
いて、格差の計測が可能な指標の案について整理
を行い、データの入手が必要なものについて整理
し、利用申請の手続きを行った。また、格差の測定
ができないものについて、測定方法を検討した。 
本研究班で検討していくがん対策の分野は多岐

にわたるため、研究班に参加する多様な分担研究
者・研究協力者間で、それぞれの専門性を活かした
研究の推進が必要となる。互いの専門に関しての
内容を共有することが必要となるため、セミナー
などの機会を頻回に設けた。 
 
I. 格差のモニタリング 
本研究では各種統計データによる格差のモニタ

リングが必要となるため、全国がん登録をはじめ
としたデータ利用に関し、研究計画を十分に検討
し、利用申請の準備を行った。特に、小地域の地理
情報や医療機関の情報の活用は、本研究で重要に
なる。匿名性を確保した上での利用方法に関して、
関係者間で吟味を行った。 
HPVワクチン接種状況や検診受診状況、喫煙率な

ど、小地域レベルでの情報を含む全国規模のデー
タの入手が困難である内容に関しては、一部自治
体の収集するデータを入手し、検討を行った。今後、
一部自治体のモデル事業的な結果を踏まえ、宣告
規模での把握に必要な体制整備を議論していく必
要がある。 
 また、格差に関して、個人の属性と地域の指標な
ど多様な視点があるため、どの視点で格差を評価
し指標として提示していくのかについても、海外
での事例なども通して、検討を行う必要がある。 
 行政担当者や一般市民、患者・家族の立場の方に
も聞き取りを行い、モニタリングし、提示する指標
のわかりやすさやスティグマにつながらないかな
どの視点をフィードバックしてもらう必要がある。 
 
II. 格差の要因分析 
 全国がん登録資料を用いた肺がん治療・予後に
おける格差の要因分析や、大阪市のHPVワクチン接
種状況に関する分析を行った。全国がん登録の情
報では治療内容の詳細がないため、臓器別がん登
録や院内がん登録とDPCのリンケージデータなど
他のデータソースと合わせた検討が必要である。 
 死亡率などの最終アウトカムにおける格差が、
予防・検診・医療・共生のどの部分に多く起因して
いるかなどの総合的な要因分析も今後必要となる。
関連研究班において開発したマイクロシミュレー
ションモデルを活用した検討なども行っていく必
要がある。 
 
Ｅ．結論 
 令和5年度は、第4期計画における各種指標にお
いて、格差の計測が可能な指標の案について整理
を行い、データの入手が必要なものについて、利用
申請の手続きを行った。また、格差の測定ができて
いないものについて、測定方法を検討した。 
 入手済のデータを用いた各種指標の格差のモニ



8 

タリングおよび要因分析も行った。今後関連のデ
ータベースや情報を入手し、複合的な検討が必要
である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
1. Yanada M, Yano S, Kuwatsuka Y, Kawam
ura K, Fukuda T, Ichinohe T, Hashii Y, Goto 
H, Kato K, Ishimaru F, Sato A, Onizuka M, Ma
tsuo K, Ito Y, Yanagisawa A, Ohbiki M, Tabuc
hi K, Atsuta Y, Kanda J, Konuma T: The effec
t of center experience on allogeneic hematop
oietic cell transplantation outcomes in acut
e myeloid leukemia. Bone Marrow Transplant 2
024.doi: 10.1038/s41409-024-02222-5  
2. Shimomura Y, Kitamura T, Murata M, M
atsuo K, Ito Y, Ichinohe T, Hashii Y, Goto H,
 Kato K, Ishimaru F, Sato A, Onizuka M, Yana
gisawa A, Ohbiki M, Tabuchi K, Atsuta Y, Fuk
uda T, Kanda J, Terakura S: Impact of Center
 Volume on Chronic Graft Versus Host Disease
 in Patients With Allogeneic Stem Cell Trans
plantation. Transplant Cell Ther 2024.doi: 1
0.1016/j.jtct.2024.01.056  
3. Kaneko N, Nishino Y, Ito Y, Nakaya T,
 Kanemura S: Association of Socioeconomic St
atus Assessed by Areal Deprivation with Canc
er Incidence and Detection by Screening in M
iyagi, Japan between 2005 and 2010. J Epidem
iol 2023, 33(10):521-530.doi: 10.2188/jea.JE
20220066  
4. 伊藤ゆり: 【がん経験者のサバイバーシ
ップ】本邦におけるがんサバイバーシップ研究の
現状と課題(解説). 癌と化学療法 2024, 51(2):1
15-118. 
 
 

2.  学会発表 
1. 菅 香織, 伊藤 ゆり, 井上浩輔, 市瀬 
雄一, 東 尚弘, 近藤尚己: がん治療の経済毒性
に関連する要因. In: 第34回日本疫学会学術総
会: 2024/2/1 2024; 大津; 2024: O3-1 [Oral]. 
2. 坂根 純奈, 伊藤 ゆり, 太田 将仁, 上
田 育子, 藤阪保仁, 力武 諒子, 山元 遥子, 市
瀬 雄一, 新野 真理子, 松木 明, 東 尚弘, 文彦
 若: がん患者に対する苦痛のスクリーニングの
現状-がん診療等の指定要件に関する調査より. I
n: 第21回日本臨床腫瘍学会学術集会: 2/24 202
4; 名古屋国際会議場: O15-2; 2024. 
3. 花房真理子, 岡見次郎, 東山聖彦, 藤阪
保仁, 中谷友樹, 藤原武男, 祖父江友孝, 伊藤ゆ
り: 全国がん登録情報に基づく肺がん治療の社会
経済的格差とその純生存率への影響の検証. In: 
第34回日本疫学会学術総会: 2024; 大津; 2024: 
[Poster]. 
4. 岡 愛実子, 岡田めぐみ, 天野こころ, 
塩谷佐紀子, 川端弥桐, 櫻井理恵, 小西美輝, 中
谷友樹, 上田豊, 伊藤ゆり: HPVワクチン累積接
種割合の現状とその地域格差に影響する要因分析.
 In: 第34回日本疫学会学術総会: 2/1 2024; 滋

賀/びわ湖大津プリンスホテル; 2024. 
5. Honjo S, Ito Y: Low incidence of lun
g cancer among patients with severe motor an
d intellectual disabilities. In: 第34回日本
疫学会学術総会: 2024; 大津; 2024: PO2-3-11 
[Poster]. 
6. 本荘哲;, 伊藤ゆり;, 山本重則;, 後藤
一也;, 重田みどり: 重症心身障害者における胃
がん罹患リスク:大腸がんリスクとの比較. がん
予防学術大会プログラム・抄録集 2023.doi:  
7. 坂根  純奈, 伊藤ゆり: 女性乳がん患者
の生存率における社会経済指標による格差 全国
がん登録による検討. In: 第4回かごしまデータ
科学シンポジウム: 7/28 2023; 鹿児島,サンプラ
ザ天文館: 口演 オンコロジーセッション; 2023. 
8. 花房真理子, 伊藤ゆり, 石橋洋則, 中谷
友樹, 那波信敏, 祖父江友孝, 大久保憲一, 藤原
武男: 社会経済指標と原発性肺がん術後の純生存
率との関連：院内がん登録を使用した日本の三次
医療機関での観察研究. In: 日本がん登録協議会
第32 回学術集会: 6/9 2023; 青森, リンクモア
平安閣市民ホール: 口演 (O2-5); 2023. 
9. 岡愛実子, 八木麻未, 上田豊, 榊原敦子,
 伊藤ゆり: 日本産科婦人科学会腫瘍登録のカバ
ー率 -全国がん登録2016～2019年罹患データとの
比較-. In: 日本がん登録協議会第32 回学術集
会: 6/9 2023; 青森, リンクモア平安閣市民ホー
ル: 口演 2023. 
10. 岡 愛実子, 片岡 葵, 中谷 友樹, 上田 
豊, 伊藤 ゆり: HPVワクチン接種率と社会経済指
標・都会指標との関連. In: 第82回日本公衆衛生
学会総会: 2023/10/31 2023; つくば; 2023: 示
説 第8分科会6「地域社会と健康」演題番号：P-08
06-0805. 
11. 岡 愛実子, 伊藤ゆり: 子宮頸がんの地
域格差 ーHPV ワクチン・検診・罹患・死亡につい
てー. In: 第5回 かごしまデータ科学シンポジウ
ム in 福岡 12/8 2023; 福岡，福岡商工会議所: 
口演 オンコロジーセッション; 2023. 
12. 伊藤ゆり: 誰一人取り残さないがん対策
～第4期がん対策 推進基本計画におけるロジック
モデルの考え方 と評価指標～. In: 第64回日本
肺癌学会学術集会 11/3 2023; 幕張メッセ 国際
会議場: 教育研修委員会企画就労両立支援 セッ
ション[招待口演]; 2023. 
13. 伊藤ゆり: ロジックモデルを活用したが
ん計画～その考え方と評価指標～. In: 一般社団
法人全国がん患者団体連合会 シンポジウム: 5/3
1 2023; オンライン: 口演 2023. 
14. 伊藤ゆり: がん対策における健康格差の
視点～誰一人取り残さないがん対策の実現に向け
て～. In: 全国がん患者団体連合会シンポジウム
 国の第4期がん対策推進基本計画と都道府県がん
対策推進計画を考える: 4/8 2023; オンライン; 
2023. 
15. 伊藤ゆり: がんサバイバーシップにおけ
る健康格差の視点. In: がん患者学会2023: 8/20
 2023; 大阪,大阪医科薬科大学 新講義実習棟: 
招待講演; 2023. 
16. 伊藤ゆり: 第４期がん対策推進基本計画
における健康格差の視点～格差指標の計測～ In:
 第4回かごしまデータ科学シンポジウム: 7/28 2
023; 鹿児島,サンプラザ天文館: 口演 オンコロ
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ジーセッション; 2023. 
17. Honjo S, Ito Y: Increased risk for e
arly onset colorectal cancer among almost be
dridden persons who do not practise physical
 activity (運動習慣がない重度重複障害者にお
ける早期大腸がんリスクの増大). In: The 82nd 
Annual Meeting of the Japanese Cancer Associ
ation(第82回日本癌学会学術総会). 神奈川, パ
シフィコ横浜: P24-2 Epidemiology (2) P-1364 
2023. 
18. Sakane J, Ota M, Nakaya T, Ito Y: Ch
aracteristics and survival of breast cancer 
patients in Japanese designated and non-desi
gnated cancer care hospitals. In: ENCR-IACR 
2023 Scientific Conference. Granada，Escuela 
Andaluza de Salud Pública(EASP): [Poster]; 2
023. 
19. Oka E, Ueda Y, Yagi A, Kakuda M, Kob
ayashi E, Sakakibara A, Ito Y, Kimura T: Tre
nd of treatment proportion and outcome for s
tage IB2 and IIB cervical cancer in Japan. I
n: 第75回日本産科婦人科学会学術講演会: 5/13 
2023; 東京, 東京国際フォーラム: 口演"Interna
tional Session Workshop JSOG Congress Encour
agement Award受賞"; 2023. 
20. Oka E, Kataoka A, Nakaya T, Ueda Y, 
Nakayama T, Ito Y: Socioeconomic and Rural-u
rban Inequalities in Cervical Cancer Screeni
ng Uptake and Regional differences in Polici
es Related to Cervical Cancer Screening. In:
 International Asia Conference on Cancer Scr
eening. Tokyo: [Poster]; 2023. 
21. Oka E, Kataoka A, Nakaya T, Ueda Y, 
Ito Y: Socioeconomic and rural-urban inequal
ities in HPV vaccination,screening uptake an
d cervical cancer outcomes in Japan. In: ENC
R-IACR 2023 Scientific Conference. Granada，E
scuela Andaluza de Salud Pública(EASP): [Pos
ter]; 2023. 
22. Ito Y, Fukui K, Katanoda K, Sobue T:
 Area-based socioeconomic inequalities in ca
ncer survival using the National Cancer Regi
stry (全国がん登録を用いた地域の社会経済指標
によるがん生存率の格差). In: The 82nd Annual
 Meeting of the Japanese Cancer Association
(第82回日本癌学会学術総会): 9/21 2023; 神奈
川, パシフィコ横浜: English Oral Sessions E2
4 Epidemiology (1) E-1020; 2023. 
23. Ito Y: Local view: Socioeconomic Ine
qualities in HPV-related Cancer Outcome in J
apan. In: The International Papillomavirus C
onference (IPVC) 2023: 4/18 2023; Washington
 DC, USA.: Public Health Workshop 5: Equity 
In Cancer Prevention and Control【招待有】; 2
023. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
 1. 特許取得 
なし 
 2. 実用新案登録 
なし 
 3.その他 

なし
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表1.  第4期がん対策推進基本計画における各指標の格差計測のデータソース及び進捗状況 
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図2. 年齢調整死亡率の格差計測方法 

 

 
図3. 地域指標（5分位）別に見た年齢調整死亡率 
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図4. 市区町村別人口集中度（%DID：人口集中地区（Densely Inhabited District）居住割合）、社会経済
指標（SocioEcoomic Position: SEP、高いほど困窮）でみたがん種別年齢調整死亡率の相対的格差指標

（RII: Relative Index of Inequalities） 
 

図5. 市区町村別の地域の困窮度、都会度（DID地区居住割合）によるHPVワクチン累積接種割合（指標別は
2020-2021年度、2013-2019年度は全国値を使用、1回接種） 
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図6. 市区町村別の地域の困窮度、都会度（DID地区居住割合）による子宮頸がん検診受診率（2018-2020年

度地域保健・健康増進事業報告）の格差 

図7.  市区町村別の地域の困窮度、都会度（DID地区居住割合）による子宮頸がん年齢調整罹患率（進行度
別）と年齢調整死亡率による格差 

図8.市区町村別地域の困窮度5分位別にみた1年純生存率の格差（Q1：困窮度低い-Q5：困窮度高い）：全国
がん登録2016-2018年診断症例 
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表2.乳がん患者の2年生存率における過剰死亡ハザードモデルの結果（全国がん登録2016-2017年診断症例） 
左：全症例、中央：領域浸潤、右：遠隔転移 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

健康格差指標の考え方の論点整理 

 

 

研究分担者 田中 宏和 国立がん研究センター がん対策研究所 研究員 

中谷 友樹 東北大学 大学院環境科学研究科 教授 

研究代表者 伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学 医学研究支援センター 医療統計室 室長・准教授 

 
 

研究要旨 
健康格差は社会経済的地位（教育歴・職業・所得など）によって集団間で健康状態に系統的な差

があることを示す。「健康格差」のすべての側面を単一の指標で評価することはできず、健康政策

の目標としてどんな健康格差を、どのような価値判断で評価したいかによりアプローチは変わり

うる。また、健康格差指標から読み解ける判断も単一ではなく、どのような側面の健康格差課題

に優先的に取り組むかで判断が変わりうる。健康格差指標の観点として、①社会経済的状況を示

す指標（曝露）と②健康格差の大きさを測定する指標（結果）の 2 つの側面があり、教育歴・職

業・所得が曝露として多くの場面で評価されるとともに、結果の格差指標として格差勾配指数の

Relative Index of Inequality（RII）と Slope Index of Inequality（SII）がより総合的にその集

団の格差を示す指標として用いられる。健康格差指標を設定するためには、(1)どの集団を比較す

るか、(2)比較したい集団に明確な順序があるか、(3)集団の差で評価するか比で評価するか、(4)集
団のサイズを考慮するかを観点として格差縮小のあり方を検討することが必要である。健康格差

のモニタリングや介入の評価においても、どのような形で健康格差の縮小を目指すのか、研究者・

政策立案者・公衆衛生実践者の間での合意形成が重要である。 
 
Ａ．研究目的 

健康格差は社会経済的状況（教育歴・職業・所

得など）によって集団間で健康状態に系統的な

差があることを示す。「健康格差」のすべての側

面を単一の指標で評価することはできないこと

から、健康政策の効果や進捗を客観的に検証す

るために、具体的な政策と同時に健康格差の客

観的な指標の設定が欠かせない。この際、健康政

策の目標としてどんな健康格差を、どのような

価値判断で評価したいかによりアプローチは変

わりうる。また、ある健康格差指標から読み解け

る判断も単一ではなく、どのような側面の健康

格差課題に優先的に取り組むかで判断が変わり

うる。また、健康格差指標の観点として、 
① 社会経済的状況を示す指標（曝露） 
② 健康格差の大きさを測定する指標（結果） 

の 2つの側面があることに留意する必要がある。

本研究ではがん対策における格差のモニタリン

グの実装に向けて、健康格差指標の考え方の論

点をまとめ、今後の議論の基盤とすることを目

的とした。 

 
Ｂ．研究方法 

健康格差指標で用いられる社会経済的状況を

示す指標について例示する。また、健康格差の大

きさを測定する指標について例示する。健康格

差の大きさを測定する指標について、健康格差

対策の結果、下記のシナリオのように変化した

場合の健康格差の解釈について考察する。 
【シナリオ】 
死亡率が 集団A: 100→50     
     集団B: 200→120 
と変化した場合 
 
（倫理面への配慮） 
 本報告は指標の論点整理を行うもので、仮想

的なデータ以外の利用を行っていない。今後、デ

ータを利用した結果を提示する際には、匿名デ

ータであっても個人の同定ができないよう提示

方法に配慮する。 
 
Ｃ．研究結果 

１．社会経済的状況を示す指標 

対象の集団を定義する指標には 
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 個人：社会経済的地位（教育歴・職業・所得

など）、人口属性（婚姻状況・世帯人数など） 

 集団：地域、地域指標（人口密度、地理的剥

奪指標など） 

の主に２つの次元がある。また、社会階層、個人

属性、世帯属性、社会関係などの観点からも分類

される（表１）。 

 このうち、個人の社会経済的状況を示す指標

については下記のような特徴がある。 

 教育歴(学歴) 

ほぼ全員持っている、壮年期以降変わることが

ない、国際比較しやすい、職業や所得と相関（順

序・序列あり） 

（例）国民生活基礎調査で測定されている 

 職業(階層) 

労働者世代の重要な社会経済的状況、転職で容

易に変わりうる、退職者（高齢者）では基本的に

データ取られない、女性の分析はほぼ行われて

いない（順序を定義しない場合もあり） 

（例）国民生活基礎調査で測定されている 

 所得 

経時的に変化が大きい場合があり測りづらい、

家族では把握していない場合が考えられ、本人

であっても正確な所得の把握がなされていない

場合が考えられる（順序あり） 

（例）国民健康・栄養調査で測定されている 

 

２．健康格差の大きさを測定する指標 
対象の集団間の格差を定量化する指標には 

 一般的な疫学指標：相対リスク、絶対リスク、

寄与危険、人口寄与危険割合など 

 格差勾配指数：SII: Slope index of inequ
alityおよびRII: Relative index of inequa
lity 

 集中度指数：ジニ係数など 

の指標が考えられる。 

 

健康格差の測定（モニタリング）のためには、 

 どの集団を比較するか（平均を比べるか、最

もよいと悪い集団を比べるか） 

 比較したい集団に明確な順序があるか（所

得・教育歴→順序あり、地域など→順序なし） 

 集団の差で評価するか比で評価するか（絶

対指標か相対指標か：両方が理想） 

 集団のサイズを考慮するか 

の観点があり、どのような健康格差を、どのよう

な価値判断で評価したいかにより選択される指

標が異なる。 

また、例えば死亡率格差の報告には 

 ・絶対的指標 (死亡率差など) 

 ・相対的指標 (死亡率比など) 

の両方を用いることが望ましいが、世界の健康

格差研究のほとんどが相対的指標のみを報告し

ているとされる。 

健康格差指標として国際的にも広く用いられ

ているのが、格差勾配指数のRelative Index of 
Inequality（RII）とSlope Index of Inequality
（SII）であり、これらはそれぞれ相対的な格差、

絶対的な格差の指標として用いられ、RIIが1よ
り大きく、SIIが0より大きく値が大きくなるほ

ど格差が大きいと解釈される(図1)。2つの集団の

比や差の計算ではそれらの集団の間にある集団

の値やそれぞれの集団の大きさが考慮されない

が（例：教育歴における「中学卒業者」群と「大

学以上卒業者」群の比較では、「高校卒業者」群

の結果やそれぞれの教育歴の人口構成が考慮さ

れない）、RIIとSIIは全ての集団を含み人口構成

も考慮した指標であるため、より総合的にその

集団の格差を示す指標とされる。 
 

Ｄ．考察 

健康格差指標の観点として、①社会経済的状

況を示す指標（曝露）、②健康格差の大きさを測

定する指標（結果）の2つの側面があり、教育歴・

職業・所得が曝露として多くの場面で評価され

るとともに、結果の格差指標として格差勾配指

数のRelative Index of Inequality（RII）とSlo
pe Index of Inequality（SII）がより総合的に

その集団の格差を示す指標として用いられる。

それぞれの指標は継続的な測定の安定性や国際

比較を含めた長期の比較可能性も考慮し、選択

されるべきである。 
死亡率がシナリオのように変化した場合を考え

る。 

【シナリオ】（再掲） 
死亡率が 集団A: 100→50     
     集団B: 200→120 
と変化した場合 
この時、集団Aと集団Bを比較すると、死亡率に

ついて[差；100、比2.0] → [差；70、比2.4]と変

化したと測定される。この時、読み解ける判断は

どのような側面の健康格差課題に優先的に取り

組むかで判断が変わりうる。例えば、集団間の差

を重視する場合は死亡率差が100から70に「縮小」

したことから、健康格差は縮小したと評価され

る。一方で、集団間の比（相対値）を重視する場

合は死亡率比が2.0から2.4に増加したことから、

健康格差は拡大したと評価される。なお、差と比

が両方とも低下するような変化が最も望ましい

が、このためにはベースラインの死亡率が高い

集団（健康格差の観点では一般的に社会経済的

状況により健康状態がより悪い群）の死亡率の
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低下（健康状況の改善）がそうでない群の死亡率

の低下を大きく上回る変化が必要である。この

ため、集団全体の死亡率が低下している状況で

は死亡率の差と比の変化を健康格差指標とする

と、死亡率比が増加する事例が多いとされる。こ

のように健康格差指標の判断は基本的な例をと

っても判断が割れる可能性がある。より複雑な

指標を検討する場合は、どのような形で健康格

差の縮小を目指すのか合意形成が重要である。 
 

Ｅ．結論 

 健康格差指標を設定するためには、(1)どの集

団を比較するか、(2)比較したい集団に明確な順

序があるか、(3)集団の差で評価するか比で評価

するか、(4)集団のサイズを考慮するかを観点と

して格差縮小のあり方を検討することが必要で

ある。健康格差のモニタリングや介入の評価に

おいても、どのような形で健康格差の縮小を目

指すのか、研究者・政策立案者・公衆衛生実践者

の間での合意形成が重要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 （発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
なし 

 

2.  学会発表 

なし 

 

3. 書籍 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3.その他 

なし 
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表１．社会経済的状況を示す指標の分類 

概念 測定項目 詳細項目 分類区分例 例 

社会階層         

  所得 収入 世帯収入 等価世帯所得 

  資産・負債      

  消費       

  教育歴 学歴(教育レベル) 国際標準教育分類 高等教育を受けたか 

    学歴(教育期間)     

  職業 職業     

      国際標準職業分類   

      日本標準職業分類   

      EGP階級分類   

    産業 日本標準産業分類   

    雇用形態   非雇用、自営業 

    企業規模     

    役職   従業上の地位 

    失業     

  加入保険 医療保険     

  地域の社会経済指標 地域(地理的単位)_広域   国、州 

    地域(地理的単位)_中域   市区町村 

    地域(地理的単位)_狭域   町字、街区、郵便番号 

    地域社会経済指標 相対的格差指標 地理的剥奪指標 

      地域所得   

      貧困率   

      所得の分布 ジニ係数 

個人属性         

  性     男女 

  年齢     65歳以上の高齢者 

  人種・国籍      

世帯属性         

  世帯の種類     単身、核家族 

  婚姻状況     未婚 

  世帯人数     独居 

  住居の種類     持ち家状況 
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図.1 格差勾配指標（SII: Slope index of inequalityおよびRII: Relative index of inequality）
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
最終アウトカム（死亡率、罹患率）の格差計測に必要な人口の整備 

研究分担者 片岡 葵 神戸大学 医学研究科未来医学講座分子疫学分野 特命助教 
                                                                 
 

研究要旨 

がんの最終アウトカムである死亡率・罹患率・生存率の格差が、今後どのようなトレンドを描くの

か、将来予測をすることは、今後のがん対策の目標値や評価方法を検証する上で重要なエビデンスと

なり得る。がんの最終アウトカムの算出には、市区町村別・性別・年齢階級別人口が必要となるが、

将来予測の実施に際しては、市区町村別・性別・年齢階級別人口の推計も必要となる。そこで本報告

では 2015 年、2020 年の国勢調査データを使用し、2021-2025 年の市区町村別・性別・年齢階級別人

口の推計方法についてまとめを行うこととした。まず、2015 年、2020 年の国勢調査データより入手

可能な市区町村別・性別・年齢階級別人口に対してコーホート変化率法を使用し、2025 年の市区町村

別・性別・年齢階級別人口の推計を行った。次に、2020 年の国勢調査データと推計した 2025 年の人

口データに対して線形補完を行い、2021-2024 各年の市区町村別・性別・年齢階級別人口を作成した。

本手法では、東日本大震災により避難区域に指定されている自治体の人口が 0 人になること、人口が

０人の年齢階級ではコーホート変化率法による人口推計が行えないといった課題がみられた。本報告

に人口推計ならびに国勢調査が実施されていない年度の人口の算出方法をまとめることは、本研究に

必要なデータ整備を行うと同時に、がん対策に関わる人が誰でも簡便に、がんの最終アウトカム算出

に必要な人口データの作成が行える環境づくりの整備となると考える。 

 
 

Ａ．研究目的 

人口に関するデータは、がんの最終アウトカム

（死亡率、罹患率、生存率など）の格差の計測にあ

たり、すべての最終アウトカムの分母として用い

られる重要なデータである。主に国勢調査で収集

される市区町村別人口のデータを使用し、現在202

0年度調査分までが使用可能となっている。 

しかし、がんの格差対策に還元可能なエビデン

スを示すには、現時点での格差の実態をモニタリ

ングするだけでなく、現時点からみた将来の格差

の拡大・縮小を予測することも重要である。 

がんの最終アウトカムの格差について将来予測

を行うには、まだ国勢調査が実施されていない202

1年以降の人口データを整備する必要がある。本報

告は、2020年までの国勢調査から入手可能な人口

データを用いて、2021-2025年の人口を推計する方

法についてまとめたものである。 

 

Ｂ．研究方法 

１．使用したデータ 

人口データ 

国勢調査より入手した、2015年、2020年の市区町

村・性・年齢階級別人口データを使用した。なお、

2015年から2020年にかけて市区町村の統廃合は生

じていないが、市区町村名の変更が３自治体で生

じていた。これらの市区町村名についてはすべて、

2015年度の市区町村名に統一している。 

 

２．2025年人口の推計方法 

将来人口の推計にはコーホート変化率法を使用

した。コーホート変化率法とは、各コーホート（同

時出生集団）の過去のデータから人口変化率を算

出し、将来もこの変化率が大きく変化しないと仮

定して人口推計を行う方法である[1]。 

表１はコーホート変化率法による人口推計の概

略図である。本報告では、基準年𝑡を2020年として

2025年人口を推計する方法を示す。 

 

◎5歳以上の人口推計 

①人口変化率の算出 

 人口変化率は同一コーホートを基準年𝑡とሺ𝑡 െ 5ሻ
年で比較することで算出される。例えば、2015年の

15－19歳人口は、2020年には20－24歳に達する。2

015年の15－19歳人口をሺ𝑡 െ 5ሻଵହିଵଽ、2020年の20－

24歳人口を𝑡ଶ଴ିଶସとすると、この間の人口変化率

𝑎ଶ଴ିଶସは、 

 

𝑎ଶ଴ିଶସ ൌ 𝑡ଶ଴ିଶସ ሺ𝑡 െ 5ሻଵହିଵଽ⁄  
 

によって計算される。 



 

22 

 

②人口推計の実施 

5歳以上の場合の人口推計は、①で得たコーホー

トのሺ𝑡 െ 5ሻ年と基準年𝑡の間の人口変化率（例：20

15年の15－19歳人口と2020年の20－24歳人口の間

の人口変化率）が、基準年𝑡とሺ𝑡 ൅ 5ሻ年のコーホー

ト間（例：2020年の15－19歳人口と2025年の20－2

4歳人口）の間でも同じように生じると仮定して行

う。つまり、基準年𝑡の5歳以上の各年齢階級別人口

に、①で得た人口変化率をそれぞれ乗じることで

算出が出来る。例の場合、2025年の20－24歳人口ሺ𝑡
൅ 5ሻଶ଴ିଶସは、 

 

ሺ𝑡 ൅ 5ሻଶ଴ିଶସ ൌ 𝑡ଵହିଵଽ ∗ 𝑎ଶ଴ିଶସ 
 

によって推計される。 

なお算出する年齢階級は5-9歳、10-14歳・・・9

0-94歳、95歳以上とする。 

 

◎0歳、1－4歳の人口推計 

人口変化率の算出には2015年と2020年両方の人

口が必要となる。しかし2020年で0－4歳の場合、2

015年時点ではまだ生まれていないため、人口変化

率の算出ができない。そのため、2025年の0－4歳人

口は、2020年の女性子ども比を算出し、女性子ども

比が2021年以降も大きく変化しないものと仮定し

た上で推計を行う。 

① 女性こども比の算出 

女性こども比は、基準年𝑡の15-49歳の女性人口に

対する、0歳もしくは1-4歳の男女別人口の比率に

よって算出される。2020年の0歳人口を𝑡଴、1-4歳人

口を𝑡ଵିସ、15-49歳の女性人口を𝑡௪ଵହିସଽとすると 

 

0歳人口の女性こども比は 

𝑥଴ ൌ 𝑡଴ 𝑡௪ଵହିସଽ⁄  
 

1-4歳人口の女性こども比は 

𝑥ଵିସ ൌ 𝑡ଵିସ 𝑡௪ଵହିସଽ⁄  
 

によって計算される。 

 

② 人口推計の実施 

0-4歳の人口推計は、①で推計をしたሺ𝑡 ൅ 5ሻ年、

つまり2025年の推計人口に女性子ども比を乗じる

ことで算出が出来る。 

2025年の15-49歳の女性人口をሺ𝑡 ൅ 5ሻ௪ଵହିସଽとする

と、2025年の0歳人口は 

ሺ𝑡 ൅ 5ሻ଴ ൌ ሺ𝑡 ൅ 5ሻ௪ଵହିସଽ ∗ 𝑥଴ 
 

2025年の1-4歳人口は 

ሺ𝑡 ൅ 5ሻଵିସ ൌ ሺ𝑡 ൅ 5ሻ௪ଵହିସଽ ∗ 𝑥ଵିସ 
 

によって推計される。 

 

３．2021年-2024年人口の推計方法 

国勢調査より入手した2020年の市区町村・性・年

齢階級別人口データと、研究方法２で推計を行っ

た2025年の市区町村・性・年齢階級別人口を用いて

線形補完を行った。線形補完は下記計算式に則っ

て実施した[2]。 

2時点 𝑦ଵ,𝑦ଶ 年（𝑦ଵ＜𝑦ଶ）に対応する人口を𝑝ଵ,
𝑝ଶとしたとき、区間[𝑦ଵ,𝑦ଶ]内の任意の時点𝑦の人

口𝑝は、 

𝑝 ൌ 𝑝ଵ ൅
𝑝ଶ െ 𝑝ଵ
𝑦ଶ െ 𝑦ଵ

∗ ሺ𝑦 െ 𝑦ଵሻ 

によって計算される。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究に用いた資料はすべて公開データに基づ

いているため、倫理面において問題になることは

ない。 

 

Ｃ・Ｄ．研究結果および考察 

コーホート変化率法ならびに線形補完を用いて

2021-2025年の人口推計を行った。本手法は2時点

の国勢調査データがあれば、比較的容易に人口推

計を行うことが出来る。一方で、元となる人口構成

や変化率が大きく変化しないという仮定が前提に

あるため、長期の推計には適さない可能性がある。 

加えて、本手法には以下の課題が残っている。 

１．東日本大震災の影響 

2011年の東日本大震災により、現在も福島県の

一部地域が避難区域に指定されている。そのため、

人口データが0人となっている市区町村に関して

は人口推計が実施不可能である。よって、本手法を

用いた研究を行う際には、該当市区町村の取り扱

いをどうするのか、一致した方針のもとで実施す

る必要がある。 

２．人口変化率の算出が出来ない年齢階級 

人口変化率の算出には、基準年𝑡とሺ𝑡 െ 5ሻ年の年

齢階級別人口が必要である。しかし、人口が0人の

年齢階級については、人口変化率の算出が出来な

いため、市区町村によっては、人口推計がなされな

い年齢階級が生じてしまう。これらの人口の推計

が困難な年齢階級については、単純に0と置き換え

る対応が適切か、更なる検証が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 がんの最終アウトカムの格差の将来予測を行う

ための準備として、2015年、2020年の国勢調査デー

タから、2021-2025年の市区町村別・性・年齢階級

別人口の推計を行った。本報告書には、コーホート

変化率法を用いて、2015年・2020年の国勢調査デー

タから2025年人口を推計する方法、そして2020年

の国勢調査データと推計した2025年人口から2021

-2024年各年の人口を線形補完にて作成する方法

を記述した。人口推計ならびに国勢調査が実施さ
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れていない年度の人口の算出方法をまとめること

は、がん対策に関わる保健衛生行政の従事者や研

究者などが誰でも簡便に、人口データの整備が行

える環境づくりの一端となると考える。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 
 

2.  学会発表 

なし 

 

3. 書籍 

なし 
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なし 
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なし 
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表1-A　5歳以上の⼈⼝推計

(基準年-5)年 基準年 (基準年+5)年
(t-5)年 t (t+5)年
2015 2020 2025
⼈⼝ ⼈⼝ ⼈⼝

⼤阪府 箕⾯市 男 0歳

⼤阪府 箕⾯市 男 1-4歳

⼤阪府 箕⾯市 男 5-9歳

⼤阪府 箕⾯市 男 10-14歳

⼤阪府 箕⾯市 男 15-19歳 (t-5) 15-19 t 15-19
⼤阪府 箕⾯市 男 20-24歳 t 20-24 (t+5) 20-24
⼤阪府 箕⾯市 男 ・

⼤阪府 箕⾯市 男 ・

⼤阪府 箕⾯市 男 ・

⼤阪府 箕⾯市 男 40-44歳

⼤阪府 箕⾯市 男 45-49歳

⼤阪府 箕⾯市 男 ・

⼤阪府 箕⾯市 男 ・

⼤阪府 箕⾯市 男 ・

⼤阪府 箕⾯市 男 90-94歳

⼤阪府 箕⾯市 男 95歳以上

表1-B　0歳、1-4歳の⼈⼝推計（例︓0歳の⼈⼝推計⽅法　※⼥性の場合）

(基準年-5)年 基準年 (基準年+5)年
(t-5)年 t (t+5)年
2015 2020 2025
⼈⼝ ⼈⼝ ⼈⼝

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 0歳 t w0 (t+5) w0
⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 1-4歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 5-9歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 10-14歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 15-19歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 20-24歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ ・

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ ・

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ ・

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 40-44歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 45-49歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ ・

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ ・

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ ・

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 90-94歳

⼤阪府 箕⾯市 ⼥ 95歳以上

t w15-49 (t+5) w15-49

都道府県 市区町村 性別 年齢

都道府県 市区町村 性別 年齢

基準年の年齢階級に
⼈⼝変化率を乗じる

ሺ𝑡 ൅ 5ሻଶ଴ିଶସൌ 𝑡ଵହିଵଽ ∗ 𝑎ଶ଴ିଶସ

同じコーホートで⽐較を⾏い、
⼈⼝変化率aを算出する

𝒂𝟐𝟎ି𝟐𝟒 ൌ 𝒕𝟐𝟎ି𝟐𝟒 ሺ𝒕 െ 𝟓ሻ𝟏𝟓ି𝟏𝟗⁄

基準年で0歳⼈⼝の
⼥性⼦ども⽐xw0を算出する
𝑥௪଴ ൌ 𝑡௪଴ 𝑡௪ଵହିସଽ⁄

15-49歳の⼥性⼈⼝に
⼥性⼦ども⽐を乗じる

ሺ𝑡 ൅ 5ሻ௪଴ൌ ሺ𝑡 ൅ 5ሻ௪ଵହିସଽ∗ 𝑥௪଴

※1-4歳⼈⼝を算出するときは、𝑡௪଴を𝑡௪ଵିସに変更
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
最終アウトカム（生存率）の格差計測に必要な生命表の整備 

           
研究分担者 福井 敬祐 関西大学 社会安全学部 准教授 
研究分担者 片岡 葵  神戸大学 医学研究科未来医学講座分子疫学分野 特命助教 
研究協力者 土本 朱莉 広島大学 大学院 大学院生 

                                                                                               
 

研究要旨 
社会経済状況の異なる集団間でそれぞれ生存率指標を算出し,比較することは治療における格差の

存在やその要因を探る上で重要な視点であり,継続的なモニタリングが必要である.がん対策におい
て用いられる純生存率は, 生存率を算出するがん患者集団と同様の特性をもった一般集団の生命表
が必要になるが, 社会経済状況別の純生存率を算出するための一般集団に対応した生命表はこれま
で準備されていなかった. そこで, 本研究では, 数理モデリングを用いて, 5歳年齢階級別の死亡率
を平滑化し, 社会経済状況別の生命表を作成することを検討した. 本研究により, 実測値である5歳
年齢階級別・社会経済状況別の安定した生命表が作成されただけでなく, 今後, より細かい地域単位
での社会経済状況別の純生存率指標を算出する必要がある場合や, 社会経済状況の区分をより細分
化したい場合においても, 本手法を応用することで, 問題なく生命表を作成することが可能であり,
 より実情に即した柔軟ながん対策への活用を期待することができる.  

 
Ａ．研究目的 
生存率はがん患者の治療成績の評価の目的で用

いられる, 罹患率・死亡率と並んでがん対策に重
要な指標の一つである. 社会経済状況の異なる集
団間でそれぞれ生存率指標を算出し,比較するこ
とは治療における格差の存在やその要因を探る上
で重要な視点であり,継続的なモニタリングが必
要である. がん対策に用いられる生存率指標とし
ては,住民ベースのデータであるがん登録を用い
て算出される純生存率[1]が一般的である. この
指標は正確な死因情報が存在せず, データ内に他
死因死亡の情報が混在してしまうというがん登録
における問題に対処するために, がん患者と同じ
特性（年齢, 暦年, 地域・経済状況など）をもつ一
般集団の期待生存率をその集団の生命表より算出
し, 数学的手法により実測生存率を補正するとい
う方法によって算出される. 我が国においては, 
一般集団の期待生存率の算出に, 国立がん研究セ
ンターが毎年公表するコホート生存率表[2]が用
いられるが, 本生存率表は国全体のがん対策に用
いられる生存率指標の算出を目的として作成され
ており, “一般集団”として特定の地域や社会経済
状況にある部分集団を考慮していない. つまり, 
本来は, 特定の社会経済状況にあるがん患者の生
存率算出において, 着目しているがん患者は特定
の社会経済状況にある集団としているのに対して,
 それを補正する一般集団は社会経済状況等を考
慮していない集団であることを意味している。  
このような, がん患者集団とそれを補正するため
に用いる一般集団の乖離は純生存率算出の際にバ
イアスを発生させることが知られており[3], 純
生存率の正確なモニタリングを阻害する危険性が
ある. そのため, 特定の社会経済状況や地域別の
生存率指標を算出する際には,期待生存率指標を
がん患者と同じ特定の社会経済状況や地域に属す
る集団の生命表から算出する必要がある.  
一方で, このように特定の集団に対応した生命

表を作成する場合, データ数の観点から生命表作
成に使用する1歳年齢階級別の死亡率の不安定さ
を引き起こし, 結果として, 不安定な生存率を持
つ生命表が作成される危険性を持っている.  
そこで, 本研究の目的は, 社会経済状況別の生

存率指標の算出のために利用可能な社会経済状況
別の生命表を整備することである.  
 
 
Ｂ．研究方法 
2015年から2019年の人口動態統計から5歳年齢

階級・性・市区町村別の死亡数データを作成した.
社会経済状況指標はNakaya et al.,(2014)[4]に
より作成された市区町村別のADI(Areal Deprivat
ion Index)から, 人口重みづけして5段階に区分
したSES(Socio Economic Status)を用いた. この
SESを死亡数データに付与し,SES別死亡数を作成
した. また, 人口データとして2015年と2020年の
2時点の国勢調査より線形補完を用いて, 作成し
た2015年から2019年の5歳年齢階級・性・市区町村
別の人口を用いた. このとき, SES別・5歳年齢階
級別の死亡数および人口を用いて, 生命表を作成
するため[5]によって, 提案された手法を用いた.
 つまり, 今, 𝑑௔,௜, 𝑦௔,௜を𝑖番目のSESに属する集団
の𝑎歳における死亡数および人年数とする(𝑖 ൌ 1
, … ,5,𝑎 ൌ 0, 5, … , 85). このとき, 𝑑௫,௜が期待値 
𝜆௔,௜ 𝑦௔,௜ のpoisson分布に従うことを仮定する. こ
こで, 𝜆௔,௜は𝑖番目のSESに属する集団の𝑎歳におけ
る死亡率であり, さらに 

log 𝜆௔,௜ ൌ 𝛽଴ ൅ 𝑓ሺ𝑎ሻ ൅෍𝛽௜𝑥௜
௦௘௦

ହ

௜ୀଶ

൅ 𝑔ሺ𝑎𝑥௜
௦௘௦ሻ ൅ log𝑦௔,௜ 

と数理モデリングする. ここで, 𝑥௜
௦௘௦は𝑖番目のSE

Sに属すれば1, それ以外で0をとるダミー変数で
あり, 𝑓,𝑔は3次自然スプライン数を表す. 本モデ
ルにより, 5歳階級別に計算されたSES別の死亡率
を性別にモデリングし, 平滑化することで, 1歳
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階級別のSES別死亡率を算出する. そして, さら
に算出された死亡率を用いて一般的な方法により
SES別の生命表を作成した.  
 

（倫理面への配慮） 
 本研究は匿名データ集計済データによる検討

であるが、結果の提示の際に個人の同定ができ

ないよう提示方法に配慮する。今後、二次利用デ

ータの申請により使用するデータは適切な倫理

審査を経て使用する。 
 
 
Ｃ．研究結果 
図1は本手法により作成されたSES別・1歳階級別

の死亡率を表している. 点は5歳階級別の死亡率
の実測値であり, 線はモデルにより平滑化されて
得られた死亡率を表す. また, 図2は算出された
死亡率を用いて計算されたSES別の生命表におけ
る生存率である. 
非線形な変動にも柔軟に対応可能な3次自然スプ
ライン関数をモデリングに用いている点から, 乳
幼児死亡のある, 0歳から５歳階級における死亡
率の大きな変動に対しても十分な当てはまり具合
を得ることができていることがわかる. また, 実
測値では, 5歳から80歳未満の年齢層において, 
社会経済状況が悪くなるほどに, 死亡率が高くな
る傾向があるが,モデリングされた後でもこの傾
向が保たれていることがわかる.  
 
 
Ｄ．考察 
本研究では, 純生存率算出に用いられる, 一般

集団として用いる, 社会経済状況別の生命表の整
備を行った. 生命表作成に用いられる死亡率の不
安定さを回避するために, 数理モデリングを用い
て, 平滑化された1歳年齢階級別死亡率を算出し,
 さらにそれを用いて生命表を作成した. 作成し
た生命表は, もとの実測値の社会経済状況別の死
亡率の傾向を損なうことなく, 安定した生存率を
算出可能であった.  
一方で, 本研究においては,用いたデータが, 

実測値のデータを5歳階級別にしたことで, 乳幼
児死亡の影響を正確に考慮できていない可能性が
ある. 今後, データ区分として, 0歳から4歳とし
ている年齢区分を0歳と1歳から4歳と細分化し, 
より正確なモデリングを実行する必要がある.ま
た, 純生存率の長期モニタリングには, 2015年か
ら2019年のみならず, 他の年においてもどうよう
に社会経済状況別の生命表を算出する必要がある.
 さらに,数理モデリングについても, より柔軟な
モデルリングのために用いた3次自然スプライン
関数は平滑化の程度をより厳密にコントロールす
る必要があり, これらに対する正確な決定方法に
ついては今後検討を行う必要がある.  
以上のように本研究には今後考慮すべき点が存

在するが, 本手法による生命表の作成は, 対象と
する集団の規模がある程度小さい場合においても,
安定した生存率を持つ生命表を作成可能であると
いう点において, 有用である. 例えば, 今後, よ
り細かい地域単位で社会経済状況別の純生存率指
標を算出する必要がある場合や, 社会経済状況の

区分をより細分化したい場合においても, 本手法
を応用することで, 問題なく生命表を作成するこ
とが可能である. 
 
Ｅ．結論 
作成した生命表は実測値の傾向を損なうことな

く安定的に推定された結果となった.  
この生命表を用いることで社会経済状況別の純生
存率算出可能である. 今後,生存率算出を実際に
行い, 改善点等を検討することで, 手法の精緻化
を図るとともに, 具体的ながん対策への貢献へと
繋げていきたい.  
 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 
なし 
2.  学会発表 
なし 
3. 書籍 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得 
なし 
 2. 実用新案登録 
なし 
 3.その他 
なし 
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図 1 社会経済状況別の年齢階級別死亡率(点：5 歳階級別死亡率の実測値,  
実線：モデルにより平滑化して算出された死亡率) 

図 2 モデルにより算出された死亡率から計算された生命表における生存率

(点：5 歳階級別の実測値, 実線: モデルによる推計値) 

SES
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
社会経済的地位（S E S）と医療機関への距離の関係性と進行肺がんの生存率に与える影響に関する研究 

 
研究分担者 藤阪 保仁  大阪医科薬科大学 内科学講座腫瘍内科学 教授 

研究分担者 花房 真理子  東京医科歯科大学 国際健康推進医学分野  寄付講座助教 

研究協力者 船本 智哉  大阪医科薬科大学  内科学講座腫瘍内科学 大学院生 
                                                                                               
 

研究要旨 

がん患者では、社会経済的地位（SES）や医療機関への距離が確定診断や治療開始の遅れ、QOL 悪化

と関連するといった海外での報告があり、通院距離が治療へ悪影響を及ぼすことが社会問題として

捉えられている。本研究では、がん薬物療法を受けたⅣ期非小細胞肺癌患者を対象とし、社会経済

的地位（SES）とがん薬物療法を行った医療機関への距離との関係性と、それらの生存率への影響に

関して検討を行う。これにより、第４期がん対策推進基本計画に“誰ひとり取り残さないがん対

策”の推進を全体目標と掲げる我が国で、進行肺がん患者の生存率に与える因子の解明と検証を行

い、がん患者の居住地に寄らない適切な医療資源の分配と均てん化、生存率の格差解消を目指す。 

 
Ａ．研究目的 
肺がん薬物療法では、投薬や副作用の管理、画像検
査などのため、たびたび通院が必要となる。そのた
め、社会経済的地位（SES）が低い患者や自宅から医
療機関への距離が遠い患者では、治療の質の悪化が
予測される。実際、海外では医療機関への距離が診
断時のがんの進行度、不適切な治療、予後の悪化、Q
OL悪化に関連するといった報告がある。（Massimo A
mbroggi,et al.Oncologist.2015） 
本邦では、進行肺がん患者の社会経済的地位（SES）
と通院距離の関係性と、生存率へ影響を示した報告
はない。本研究では、死亡率の高い進行肺がん患者
に対し、これらの関係性を検証することで社会経済
的格差（SES）や居住地に寄らない均一な医療資源の
分配と格差解消を目指すことを目的とする。 
最終的には治療へのアクセスのみならず、難治が

ん克服に臨床導入された“がんゲノムプロファイリ
ング検査”出検への障壁となりうる要因分析まで発
展させたい。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究では、院内がん登録や全国がん登録を利用し、

Ⅳ期非小細胞肺がん（小細胞肺がんを除く）のうち、
自施設で薬物療法を受けた患者を対象とする。 
 
社会経済的地位（SES）の代替指標としては、地理

的剥奪指標(Areal Deprivation Index:ADI)を用い、
それらを3分位に富裕層（Q1）・中間層（Q2）・困窮
層（Q3）へ分ける。また、医療機関への距離は、診
断時の住所から登録された医療機関までの距離と定
義し、近距離（D1）・中距離(D2)・遠距離（D3）とす
る。性別や年齢層の関係性を考慮した上で、それら
の生存率の比較検討を行う。地理的剥奪指標(Areal
 Deprivation Index:ADI)と医療機関への距離との
関係性の解明を行うとし、特に富裕層（Q1）・近距離
（D1）の群、困窮層（Q3）・遠距離（D3）の群で生存
率の差がないか解析を行う。 
 
これらを、院内がん登録を用いた研究で先行させ、

続いて全国がん登録を用いた研究へ繋げる。 

 
（倫理面への配慮）個人情報は匿名の状態にてデー
タ保存される。 
 
Ｃ．研究結果 
進行肺がんにおいて、富裕層（Q1）・近距離（D1）

の群での生存率が困窮層（Q3）・遠距離（D3）の群と
比較して良いといった傾向を予測する。 
 
Ｄ．考察  
近距離（D1）では、生存率が高く、遠距離（D3）で

は、生存率が低い傾向を予測する。その中で富裕層
（Q1）は、通院距離が遠方でも移動手段や資源を持
つために通院距離の影響を受けにくく、一方で困窮
層（Q3）は、それらを持たないため、通院距離の影響
を受け、生存率が低くなることを予想する。 
また、若年層は医療情報への入手も容易で、長距離

移動が可能であり生存率に与える影響は低く、高齢
者層では、医療情報の入手も乏しく、通院が困難で
あることを予測する。高齢者層では、若年者層と比
較し社会経済的地位（SES）や医療機関の距離が生
存率により大きな負の相関があることを予測する。 
 
尚、社会経済的地位（SES）が高い富裕層（Q1）は

地理的に医療機関へのアクセスが良い地域に居住し
ていることも挙げられる。今回の研究では、具体的
な治療内容、医療機関間での治療の質などが考慮さ
れていないことなど、がん登録データでは入手でき
ない情報が研究の制限となり得ることが挙げられる。 
 
Ｅ．結論 
薬物療法を受けたⅣ期非小細胞肺癌患者では、社

会経済的地位（SES）と医療機関への距離が生存率へ
影響を与えることを予測する。最終的には治療への
アクセスのみならず、難治がん克服に臨床導入され
た“がんゲノムプロファイリング検査”出検への障
壁となりうる要因分析まで発展させたい。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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Ｇ．研究発表 
なし 
1. 論文発表 
 （発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
なし 
2.  学会発表 
なし 

3. 書籍 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得 
なし 
 2. 実用新案登録 
なし 
 3.その他
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
医療・共生分野（緩和ケア）における格差指標の検討に関する研究  

 
研究分担者 釆野 優 京都大学医学部附属病院 腫瘍内科 医員 

                                                                                               
 

研究要旨 

緩和ケアは、生命を脅かす疾患を有する人々の苦痛を軽減し、生活の質を向上させる包括的ア

プローチである。緩和ケアに関する認識や情報源、考え方は、患者の受療行動に影響を与える。

したがって、質の高いケアの利益を最大化するには、緩和ケアに関する正しい認識を広め、信頼

できる情報源の利用を促進し、合理的な考え方を普及することが重要である。しかし、高齢化、

所得格差の拡大、情報化社会の進展など、社会構造や環境の変化は、一般市民における緩和ケア

の意識、情報源、信念、およびそれらの決定要因の変化をもたらす可能性がある。本研究の目的

は、本邦の一般市民における緩和ケアの認識、情報源、考え方の状況とその決定要因を明らかに

することである。 

本研究は、国立がん研究センター研究開発費で行われた「健康情報についての全国調査（2023

年）」の副次的解析である。本全国横断調査は、1) 市区町村の住民基本台帳に記載されている 20

歳以上の日本人、2) 調査への同意がある人を対象とし、9 つの地域と 4 つの自治体にわたる 35

の層から、層の人口規模に比例する確率で 500 の国勢調査区をランダムに選択した。さらに、住

民基本台帳を使用して、選択した国勢調査区内で 20 人を無作為に抽出し、計 10,000 人を対象と

した。自記式匿名化調査票の項目は、緩和ケアに対する認識、情報源、考え方と回答者の背景情

報で構成された。 

本調査は 2023 年 5 月に実施された。計 3,776 人が調査に回答し、欠損値の処理とデータのク

リーニングを行った後、3,452 人分の回答が分析の対象となった (回答率 35.3%)。 

今後、年齢、性別、収入、居住地、学歴などの社会経済的要因と、一般市民の緩和ケアに対す

る知識、情報源、考え方との関連を探索する。 

 
 

Ａ．研究目的 

緩和ケアは、生命を脅かす疾患を有する人々

の苦痛を軽減し、生活の質を向上させる包括的

アプローチである。 緩和ケア提供の有効性は、

複数の質の高いランダム化比較試験で実証され

ているが、緩和ケアに関連するスティグマなど、

最適な緩和ケアの提供を妨げる障壁が様々知ら

れている。緩和ケアに関する認識や情報源、考え

方は、患者の受療行動に影響を与える。したがっ

て、質の高いケアの利益を最大化するには、緩和

ケアに関する正しい認識を広め、信頼できる情

報源の利用を促進し、合理的な考え方を普及す

ることが重要である。 

  健康に関連する認識や情報源、考え方は、社会

経済的状況（SES）と関連する。年齢、性別、収

入、居住地、学歴などの社会経済的要因が、さま

ざまな疾病や状況における健康格差の一因とな

っていることが報告されている。この問題の解

決に向けて、国際的にも、国や地方自治体による

健康関連の法整備や健康・保健政策が推進され、

本邦でもがん対策基本法やがん対策推進基本計

画などで、緩和ケアが重点政策として位置づけ

られてきた。一方で、高齢化、所得格差の拡大、

情報化社会の進展など、劇的な社会構造や環境

の変化は、一般市民における緩和ケアの意識、情

報源、信念、およびそれらの決定要因の変化をも

たらす可能性がある。これらを明らかにするこ

とは、国、地方自治体および学術団体による最適

な健康施策の計画と推進に寄与すると考えられ

る。 

よって、本研究の目的は、本邦の一般市民にお

ける緩和ケアの認識、情報源、考え方の状況とそ

の決定要因を明らかにすることである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究は、国立がん研究センター研究開発費

で行われた「健康情報についての全国調査（2023

年）」の副次的解析である。 

本全国横断調査には、2段階の階層化を使用し

て無作為に抽出された20歳以上の日本人10,000

人を対象とした。具体的には、1) 市区町村の住

民基本台帳に記載されている20歳以上の日本人、
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2) 調査への同意がある人を対象とし、9つの地

域と4つの自治体にわたる35の層から、層の人口

規模に比例する確率で500の国勢調査区をラン

ダムに選択した。さらに、住民基本台帳を使用し

て、選択した国勢調査区内で20人を無作為に抽

出した。 

自記式匿名化調査票の項目は、比較可能性を

担保するために、Health Information National 

Trends Survey(米国)から選択し、一部本邦の状

況を加味し、修飾を加えた。調査項目は、緩和ケ

アに対する認識、情報源、考え方と回答者の背景

情報で構成された。 

 

Ｃ．研究結果 

本調査は2023年5月に実施された。計 3,776 人

が調査に回答し、欠損値の処理とデータのクリ

ーニングを行った後、3,452 人分の回答が分析

の対象となった (回答率 35.3%)。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は、最新の「人を対象とする生命科学・

医学系研究に関する倫理指針」に基づいて、国立

がん研究センターの倫理委員会によって審査さ

れ、承認された。郵送された封筒には研究の目的

に関する文書が同封されており、調査票には参

加者に調査への参加の同意を求める質問が含ま

れた。協力に同意し、調査票を返送した人のみが

解析対象となった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究は、国勢調査区と住民基本台帳の2段階

無作為抽出法を用いることで、調査の再現性と

標本の代表性を担保し、これまでの世論調査等

の国の調査等で活用された手法を参考とした調

査手法を採用した。これにより、本研究班の研究

期間終了後も、経時的に追跡できる、格差指標の

提案を目指すものである。 

 

Ｅ．結論 

 今後、年齢、性別、収入、居住地、学歴などの

社会経済的要因と、一般市民の緩和ケアに対す

る知識、情報源、考え方との関連を探索し、格差

指標の提案を目指す。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 （発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
なし 

 

2.  学会発表 

なし 

 

3. 書籍 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3.その他 

なし



 

32 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
がん患者の医療アクセスに係る経済毒性と時間毒性に関する研究 

           
研究分担者 本多 和典 愛知県がんセンター薬物療法部 医長 
研究分担者 西岡 大輔 大阪医科薬科大学 医学研究支援センター 講師 

                                                                                               
 

研究要旨 

がん患者の社会経済的な状況によって生じる医療アクセスの格差は、社会の公平性や持続可能性に

影響を与える、がんとの共生における重要な課題である。本分担研究では、がん患者の社会経済的状

況による医療アクセスへの格差を測定するための指標について検討することを目的とした。特に、が

ん専門病院から遠く離れた地方や遠隔地に住むがん患者は、より頻繁に、より大きな経済的負担を経

験すると報告されている。それは、がんに対する治療を受けることで、医療費の窓口支払い（直接費

用）が高額になる可能性があるだけでなく、医療施設は一般的に都市部に集積しているため専門病院

まで長距離を移動しなければならない地方や遠隔地に住む患者では、医療にアクセスするまでの費用

が増加する（間接費用）。移動によって時間を消費すれば、本来仕事により得られるはずであった収入

（機会費用）を、仕事を休むことで損失するため、これらが積み重なることで結果的に経済的負担の

リスクが高くなる。これは治療による「経済毒性」および「時間毒性」の一種として解釈できるもの

である。しかしながら、これまでにがん患者の間接費用や機会費用について検討した資料はまだ存在

しない。そこで、本研究では我々はがん登録のデータを用いて、住所地から病院までの距離や時間を

もとに間接費用を推計し、がん治療に関連する各種アウトカムとの関連を調査する。また、機会費用

として、時間的負担による労働機会の損失とそれに伴う収入減（家族も含む）を試算する予定である。 
 
Ａ．研究目的 
がん患者の医療へのアクセスには経済的、時間

的、地理的といったさまざまな障壁が存在し、それ
らの要因は患者にとって必要な検査や治療を妨げ
る。その結果、社会の公平性や持続可能性に直接影
響を与えうる。経済的に恵まれない地域や遠隔地
に住む患者は、がん治療に必要な医療費や交通費
を支払うことが難しく、その結果、医療サービスへ
のアクセスが制限される可能性が高まる。このよ
うな格差は、社会の公平性に対する問題として浮
上し、持続可能な医療制度の構築を妨げる要因と
なる。 
さらに、がん治療に伴う経済的負担は、患者やそ

の家族に深刻な影響を与えている。医療費の窓口
支払いや交通費に加えて、治療期間中に患者本人
が仕事を休職し、付き添いの家族も仕事を休まざ
るを得ない場合がある。このように、がんと診断さ
れることで発生する経済的な負担が患者・家族に
与える苦痛のことを「経済毒性」と呼び、がん治療
における重要な懸念事項である(Zafar and Aberne
thy 2013)。 
また、がん治療には患者や家族が多くの時間を

費やさなければならない。通院にかかる時間は、交
通手段や治療施設までの距離によって異なるが、
それに伴う移動時間や待ち時間は患者の生活スケ
ジュールを大きく変えることがある。さらに前述
の通り仕事や学業に充てることができる時間を減
少させるため、本来得ることができるはずの収入
を損失することで結果的に経済的な負担が増加し
うる。また、家族の一員ががん治療のために時間を
割かなければならない場合、家庭内の責任や役割

の再分配が必要になることもある。この時間的負
担は「時間毒性」と呼ばれ、近年注目されている概
念である。(Gupta, Eisenhauer et al. 2022) 
これまでの研究では、がん治療に関連する医療

費の窓口支払い（直接費用）に焦点が当てられてき
たが、間接費用（交通費など）や機会費用（時間毒
性により失われた、本来仕事により得られるはず
であった収入）についての詳細な調査が不足して
いる。 
したがって、この研究では、がん登録データを活

用して患者の社会経済的背景と医療アクセスの関
連性を評価し、特に間接費用や機会費用に焦点を
当てる。これにより、がん患者の経済的負担に関す
る理解を深め、公平で持続可能な医療制度の実現
に向けた方策の策定に貢献することを目指してい
る。 
 
Ｂ．研究方法 
データとその入手の方法： 
がん登録データを利用する。これには患者の基

本的な社会経済的情報を付与できる住所情報や治
療関連の情報が含まれる。 
対象者とその抽出の方法： 
対象者は、がん登録データベースに記録された

がん患者である。研究の対象とするがん種や治療
期間などの基準を設け、これに基づいてデータを
抽出する予定である。さらに、地理的位置や社会経
済的背景に基づいて、患者をグループ分けする。 
費用の推計方法： 
間接費用：間接費用は、患者や家族ががん治療に

関連して負担する非直接的な費用を指す。これに
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は、医療施設への移動にかかる交通費などが含ま
れる。間接費用は、患者の住所から医療機関までの
距離や移動手段、治療期間などを考慮して推計す
る。 
機会費用：機会費用は、がん治療に費やす時間に

よって生じる患者や家族の収入の損失を指す。患
者や家族の労働状況を推定し、治療期間などを考
慮して試算する。 
 
（倫理面への配慮） 

研究に際しては、がん登録のデータを厳重に匿
名化し、個人情報の保護に特に注意する。研究目的
と方法について、十分な透明性を確保するための
プロトコルを策定する。その上で、愛知県がんセン
ターの倫理審査委員会の倫理審査を受ける。 
 
Ｃ．研究結果 

今後着手し報告する予定である。 
 
Ｄ．考察 

研究結果をもとに、地理的な医療へのアクセス
の制約ががん患者の経済的負担や時間的負担をど
の程度増大させるのかが明らかになる。これは、公
平な医療サービスへのアクセスを確保するために
は、地域に応じた適切な医療リソースの配分や、が
ん診療においてもオンライン診療などの遠隔医療
の積極的な導入につながるデータとなり、社会的
な意義が大きい研究であると考えられる。 
 
Ｅ．結論 

がん患者が経済的負担や時間的負担を経験する
主な要因として、時間的、地理的な医療アクセスに
制約があることが挙げられた場合に、がん患者に
おける経済毒性の状況や時間毒性の状況が、がん
医療への社会経済的な要因による格差の指標とし
て重要であると提案できる可能性がある。これら
の課題を解決するような、政策立案者や医療機関
がアクセス向上策を積極的に取り組む必要性を示
す資料となる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 
 （発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

なし 
2.  学会発表 
なし 

3. 書籍 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得 
なし 

 2. 実用新案登録 
なし 

 3.その他 
なし
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その他（特記事項） 
  現在、倫理審査申請中のため。                                               
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ３月 １２日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  伊佐 正        
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・医員                                 

    （氏名・フリガナ） 釆野 優 ・ウネノ ユウ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 現在、大阪医科薬科大学研究倫理委員会にて審査中のため。 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和6年3月12日 
 
厚生労働大臣  殿                                      

  
                                                                                              
                              機関名 愛知県がんセンター 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名 丹羽 康正  
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬物療法部・医長                          

    （氏名・フリガナ） 本多 和典・ホンダ カズノリ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □  ■  □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年5月24日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 大阪医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 佐野 浩一           
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学研究支援センター医療統計室・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 伊藤 ゆり・イトウ ユリ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
 現在、大阪医科薬科大学研究倫理委員会にて審査中のため。                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年 4月 4日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                                              
                   
                              機関名 金沢医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名    宮澤 克人       
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 金沢医科大学医学部公衆衛生学 ・ 非常勤講師                     

    （氏名・フリガナ）    久村 和穂 ・ ヒサムラ カズホ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
 現在、大阪医科薬科大学研究倫理委員会にて審査中のため。                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年   3月  31日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  九州がんセンター 

 
                      所属研究機関長 職 名  院 長 
                                                                                      
                              氏 名  藤 也寸志          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）   消化管外科 ･ 院長                   

    （氏名・フリガナ）   藤 也寸志 ･ トウ ヤスシ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年  4月  1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                          機関名 国立研究開発法人 国立がん研究センター 

 
                   所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                           氏 名 中釜 斉             
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） がん対策研究所 がん医療支援部・部長代理                                 

    （氏名・フリガナ） 鈴木 達也・スズキ タツヤ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
 現在、大阪医科薬科大学研究倫理委員会にて審査中のため                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ４ 月 １１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人 神戸大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤澤 正人           
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院医学研究科未来医学講座 分子疫学分野・特命助教                                 

    （氏名・フリガナ）片岡 葵・カタオカ アオイ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □  ■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）現在、大阪医科薬科大学研究倫理委員会にて審査中のため 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年 4月 22日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 大阪医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 佐野 浩一          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 総合医学研究センター医療統計室・講師               

    （氏名・フリガナ） 西岡 大輔・ニシオカ ダイスケ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
 現在、大阪医科薬科大学研究倫理委員会にて審査中のため。                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年 4月 22日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 大阪医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 佐野 浩一          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 内科学講座腫瘍内科学・教授                   

    （氏名・フリガナ） 藤阪 保仁・フジサカ ヤスヒト                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
 現在、大阪医科薬科大学研究倫理委員会にて審査中のため。                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 6 年 2 月 2 日 
 
厚生労働大臣        殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人大阪大学  

 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  熊ノ郷 淳     
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名  誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科・教授                    

    （氏名・フリガナ） 祖父江 友孝・ソブエ トモタカ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年04月01日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                         機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                             氏 名 中釜 斉                
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名  誰一人取り残さないがん対策における格差モニタリングと要因解明に資する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名） がん対策研究所 コホート研究部・室長               

    （氏名・フリガナ） 澤田 典絵 ・ サワダ ノリエ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立がん研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年04月01日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                         機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                             氏 名 中釜 斉                
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策総合研究事業                                         

２．研究課題名  誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）がん対策研究所 データサイエンス研究部・研究員                                  

    （氏名・フリガナ）田中 宏和 （タナカ ヒロカズ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ □ 

 
■ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
 現在、倫理審査申請中のため。                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年 4月 1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        

                                         
                              機関名：関西大学 

 
                      所属研究機関長 職 名： 学 長 

                                                                                      
                              氏 名：前田 裕 

 
   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名 誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 関西大学・社会安全学部                                 

    （氏名・フリガナ） 福井 敬祐・フクイ ケイスケ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


